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１. 平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日 ～ 平成19年３月31日）

(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 27,164 △ 3.9 1,539 - 1,519 - 1,321 -

18年３月期 28,281 △ 6.2 △ 309 - △ 379 - △ 868 -

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 74.49 - 8.0 5.5 5.7

18年３月期 △ 48.36 - △ 5.3 △ 1.4 △ 1.1
　（参考）　　持分法投資損益　　　19年３月期　　 - 百万円　　　18年３月期　　 - 百万円

(2)連結財政状態

   ％   円  銭

19年３月期 61.5 970.11

18年３月期 58.7 896.00
　（参考）　　自己資本　　19年３月期　　17,089百万円　　　18年３月期　　16,087百万円

(3)連結キャッシュ･フローの状況

19年３月期

18年３月期

２. 配当の状況
配当金総額 配当性向 純資産配当率

(基準日） 中 間 期 末 期 末 そ の 他 年 間 (年間) (連結) (連結)
円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％

18年３月期 5.00 5.00 - 10.00 179 - 1.1

19年３月期 8.00 17.00 - 25.00 441 33.6 2.7
20年３月期（予想） 10.00 10.00 - 20.00 - 46.1 -
　（注）　19年３月期期末配当金の内訳　　記念配当　5円00銭

３. 平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日　～　平成20年３月31日） （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中間期 13,600 △ 2.4 610 △ 25.1 480 △ 39.0 370 △ 60.4 20.85

通  期 27,700 2.0 1,300 △ 15.6 1,040 △ 31.6 770 △ 41.7 43.40

当 期 純 利 益経 常 利 益

平成19年３月期　決算短信

（百万円未満切捨）

（％表示は対前期増減率）

売 上 高

1株当たり配当金

売 上 高 営 業 利 益

営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １ 株 当 た り 純 資 産

  百万円     百万円

期 末 残 高
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

27,804
  百万円

27,385

  百万円

17,146

16,087

  百万円   百万円

 3,063

   741

△ 592

△ 345

 5,875

 5,438　 　112

△ 2,030

1



４. その他

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

　 事項の変更に記載されるもの）
　　　①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

　　　②　①以外の変更　　　　　　　　　無

　　　（注）詳細は、１８ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3)発行済株式数　（普通株式）
　　　①　期末発行済株式数 (自己株式を含む) 19年3月期 17,959,158株 18年3月期 17,959,158株

　　　②　期末自己株式数 19年3月期 342,914株 18年3月期 4,114株

　　　（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、３１ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１. 平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日  ～  平成 19年３月31日 ）

(1)個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 21,487 △ 3.4 631 - 633 - 173 -
18年３月期 22,243 △ 10.4 △ 433 - △ 323 - △ 723 -

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

円　銭 円　銭

19年３月期 9.77 -
18年３月期 △ 40.32 -

(2)個別財政状態

  ％  円  銭

19年３月期 58.7 740.89
18年３月期 58.9 737.75
　（参考）　　自己資本　　　19年３月期　　13,051百万円　　　　18年３月期　　13,246 百万円

２. 平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日　～  平成20年３月31日） （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭

中間期 10,300 △ 6.2 230 △ 13.1 180 △ 26.3 70 18.5 3.95

通  期 21,200 △ 1.3 540 △ 14.4 470 △ 25.8 220 26.9 12.40

　（将来に関する記述等についてのご注意）
　　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
　　基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあ
　　たっての注意事項等については、３ページ「１．経営成績　(1)経営成績の分析」をご覧ください。
　　　

当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 純 資 産

当 期 純 利 益

 百万円

13,051
13,246

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

 百万円

22,219
22,496

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率
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１． 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の回復に伴う旺盛な設備投資と堅調な個人消費に牽

引されて、景気は概ね好調に推移いたしました。海外では、原油高や米国経済が住宅市場の調整持続

などから減速懸念があるものの、アジア地域は依然として高成長が続く中国経済を中心に、活況を呈

しております。 

このような状況下、当社グループは、高付加価値で先進性のある育児用品と育児サービスの開発・製

造・販売に注力してまいりました。 

国内においては、コア事業であるベビー営業部門を中心に販売政策を抜本的に見直し、主力製品であ

るベビーカー、チャイルドシート、ベビーラックの販売戦略を販売数量から利益率の確保に切り替え

るとともに、全社ベースで品質の更なる向上、原価低減及び経費の効率的運用の徹底に取組んでまい

りました。 

海外においては、アジア地域が引続き好調であったことに加え、北米地域がミドル及びアッパーミド

ル層への販路を拡大し、懸案であった黒字化に成功いたしました。 

特別利益としては、連結子会社のコンビウェルネス株式会社の全株式を、コナミ株式会社へ譲渡した

ことによる譲渡益４億５６百万円を計上しております。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は２７１億６４百万円（前年同期比３．９％減）、営業利益は

１５億３９百万円、経常利益は１５億１９百万円、当期純利益は１３億２１百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。 

＜ベビー用品・玩具関連事業＞ 

国内市場では、主力商品のベビーカー、チャイルドシート及びベビーラックが、利益率重視の販売政

策へ変更したことにより、売上高は減少したものの利益は前年同期実績を上回りました。一方、海外

市場では、アジア、米国市場を中心に売上、利益ともに前年同期実績を大きく上回りました。通信販

売を主体とするアパレル事業は、「ラップクラッチ」に続き「ラップコンパクト」も特許を取得、機能

性とデザインが消費者の変わらぬ支持を得て引続き好調に推移いたしました。また、玩具事業につき

ましても、新製品の販売が寄与したことやアジア市場が好調であったため、売上高、利益ともに前年

同期実績を上回りました。 

この結果、同事業の売上高は２５２億５１百万円（前年同期比０．１％減）、営業利益は２８億５５

百万円（同１１３．７％増）となりました。 

＜健康関連用品事業＞ 

機能性食品事業については、乳酸菌をはじめコロカリア等の食品素材の販売が引き続き好調を維持い

たしました。しかしながら、フィットネス・ヘルスケア事業については、連結子会社コンビウェルネ

ス株式会社の株式をコナミ株式会社へ譲渡したことにより連結グループ外への売上高が減少したため、

全体では前年同期販売実績を下回りました。 

この結果、同事業の売上高は１９億１３百万円（前年同期比３６．３％減）、営業利益は８３百万円

となりました。 
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所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。 

＜日本＞ 

ベビー用品・玩具関連事業は、販売政策を数量から利益率の確保に変更した成果が現れ、売上は減少

したものの利益は増加いたしました。アパレル事業は、引続き好調を維持し増収、増益となりました。 

この結果、同所在地の売上高は２３４億３０百万円（前年同期比７．８％減）、営業利益は２２億４

百万円（同１９０．０％増）となりました。 

＜アジア＞ 

アジア地域では、香港子会社が引続き効率経営で安定した収益を維持したのに加え、主として米国市

場向けにベビーカーを供給する中国子会社も増収・増益で黒字となりました。 

この結果、同所在地の売上高は６５億３１百万円（前年同期比３．４％増）、営業利益は６億６百万

円（同４．１％増）となりました。 

＜北米＞ 

北米地域では、マーチャンダイジングの強化及びミドル以上の層への販路拡大により、前年同期比大

幅な増収・増益で黒字化いたしました。 

この結果、同所在地の売上高は２１億６８百万円（前年同期比４１．８％増）、営業利益は 1 億３８

百万円となりました。 

 

次期の業績見通しにつきましては、当社グループを取り巻く環境は引続き厳しいものがありますが、

販売政策の見直しと経費の効率的な運用に不退転の決意で臨むと同時に、お客様を第一に考えた新し

いコンセプトの売り場展開を図るなど、堅実な成長と安定した利益の確保を実現してまいります。以

上により、当社グループの次期連結業績見込みにつきましては、売上高２７７億円、営業利益１３億

円、経常利益１０億４０百万円、当期純利益７億７０百万円を見込んでおります。 

 

 【連結売上高】    （百万円、％）

事業の種類 19 年 3 月期(実績） 20 年 3 月期(予想） 比較増減（増減比率） 

ベビー用品・玩具関連事業 ２５，２５１ ２６，８４０  １，５８９  （６．３）

健康関連用品事業  １，９１３ ８６０ △１，０５３（△５５．０）

合計 ２７，１６４ ２７，７００    ５３５  （２．０）

 

(2) 財政状態に関する分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は５８億７５百万円となり、前

連結会計年度末に比べ４億３７百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増

減の要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は３０億６３百万円（前連結会計年度比２３億２２百万円増）となりまし

た。これは主に、前連結会計期間は６億４１百万円の税金等調整前当期純損失でありましたが、当連

結会計期間は税金等調整前当期純利益が１７億８６百万円となったことによるものであります。 
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(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、２０億３０百万円（前連結会計年度は１億１２百万円の獲得）とな

りました。これは主に、定期預金の預入れと払出しの差額１１億７２百万円、投資有価証券の取得で

９億９３百万円、有形固定資産の取得で３億７５百万円の資金を使用しましたが、連結子会社コンビ

ウェルネス株式会社の株式譲渡により４億４４百万円の資金を獲得したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は５億９２百万円（前連結会計年度は３億４５百万円の使用）となりま

した。これは主に、利息の支払１億２百万円、自己株式の取得２億４２百万円と配当金の支払２億３

１百万円によるものであります。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フローの指標のトレンドは次の通りであります。 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

自己資本比率(％） 59.5 58.8 58.7 61.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 51.3 51.6 48.6 46.1 

債務償還年数（年） 119.8 3.3 6.4 1.5 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 0.4 25.1 9.5 30.0 

・ 自己資本比率：自己資本／総資産 

・ 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

・ 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・ インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2. 株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により計算しております。 

3. キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は連結貸借対

照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。利払

いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様への利益還元を最も重要な経営政策の一つとして位置づけ、企業体質の

強化を図りつつ、継続して安定的な配当に努めるとともに、業績などを勘案した還元策を実施してま

いります。また、内部留保につきましては、競争力強化のための研究開発投資や経営基盤強化、グロ

ーバル化などに加え、業態を超えたアライアンスやＭ＆Ａなどの積極的な事業拡大にも有効に活用し

てまいりたいと考えております。 

なお、当期の配当につきましては、期末配当金について２円増配を行うとともに、２００７年が設立

５０周年に当ることから、記念配当金５円を加え、年間一株当たり２５円とする予定であります。 

また、次期の配当につきましては、年間２０円の見通しです。 
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（4）事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクの中で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を

認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、以下の記載項目が当社グループに関する全てのリスクであるとは限りません。 

① 少子化について 

当社グループの主要な事業である国内のベビー用品・玩具関連事業は、出生率の低下など、少子化の

影響で売上高減少につながる可能性があります。 

当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、適切な対応ができなければ、将来の成長と収

益性を低下させ、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 価格競争 

わが国におけるベビー用品・玩具業界における競争は、ヨーロッパ、アジア勢の参入もあり、大変厳

しいものとなっております。当社グループは、世界最適地生産と海外生産拠点における一層のコスト

低減など継続した効率的経費運用により収益力の向上を目指してまいります。 

当社グループが市場環境の変化や顧客ニーズを予測できなければ、将来においても有効に競争できる

という保証はなく、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③ 製品・サービスの信頼性について 

当社グループは、製品に関し公的な製品規格の遵守は基より、更に厳しい自社品質管理基準により一

層の安全を図っております。しかし、全ての製品について欠陥が無く、将来にリコールが発生しない

という保証はありません。リコールにつながるような製品の欠陥は、多額のコストやそれによる売上

の低下で、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループが営む保育施設等における安全・衛生には十分注意を払っておりますが、万一事

故が発生した場合には、施設等の一時休業や社会的評価の低下とそれに伴う売上の減少が予想される

ことから、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 為替変動の影響について 

当社グループは、世界の様々な市場において原材料・仕入品の調達及び製品の販売を行っており、世

界各地の経済情勢、とくに為替レートの変動は業績に大きく影響を与える可能性があります。 

当社グループは通貨ヘッジ取引を行い、為替レートの変動による悪影響を最小限に止める努力をして

おりますが、大幅な為替の変動は為替リスクとなることがあり、当社グループの業績と財務状況に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 海外進出について 

当社グループは、製品の製造拠点及び販売市場を国内外に求め、国際的に事業を展開しております。

海外における事業活動につきましては国ごとに様々なリスクが内在しており、これらの顕在化により

投下資金の回収、製造、販売が困難となる場合などが考えられます。 
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２．企業集団の状況

　当社の企業集団は、当社、子会社８社及び関連会社１社により構成されており、事業はベビー用品・
玩具関連事業と健康関連用品事業にかかる製品等の製造販売を主に行っております。
事業内容と当社及び関係会社等の当該事業にかかる位置づけ、並びに事業の種類別セグメントとの関連
は次のとおりであります。
　なお、事業区分は、事業の種類別セグメントと同一であります。

区分

  ベビーカー、ベビーラック、 製造：当社
  チャイルドシート、子守帯、 ※COMBI ASIA LIMITED        （中国香港）
  ベビー食器、ベビーマグ、ベ ※東莞康貝童車玩具有限公司  （中国広東省東莞市）
  ビーバス、乳首、ベビーケア ※寧波康貝兒童用品有限公司　（中国浙江省余姚市）
  用品（ベビーキープ・ベビー 販売：※COMBI USA, INC.　　　 　　（米国ｻｳｽｶﾛﾗｲﾅ州）
  シート等）、乳幼児用玩具、 ※COMBI ASIA LIMITED        （中国香港）
　知育玩具、ベビーアパレル、 ※康貝（上海）有限公司　　　（中国上海市）
　保育園運営、その他 ※コンビウィズ㈱　　　　　　（東京都台東区）
　 ※COMBI (TAIWAN) CO.,LTD.   （台湾台北市）

※COMBI KOREA CO.,LTD.  　  （韓国ソウル市）
△BE BE DREAM LIMITED       （中国香港）
＋ピップトウキョウ㈱

　フィットネス機器、介護用品、 製造：当社
　機能性食品、その他 ※COMBI ASIA LIMITED        （中国香港）

※東莞康貝童車玩具有限公司　（中国広東省東莞市）
※寧波康貝兒童用品有限公司　（中国浙江省余姚市）

(注） ※印は連結子会社、△は関連会社、＋印は関連当事者であります。

以上の企業集団等について図示すると次の通りであります。

国内 　　海外

製 　部 部
品 　品 品 製
・ 　・ ・ 品
商 　原 原 ・ 製品・商品
品 　材 材 商
　料 料 品

　製品 　　 製品

　商品      商品

製品

商品

　主　要　製　品 　関　係　す　る　会　社　

販売代理店
　COMBI ASIA LIMITED
  COMBI USA,INC.
　康貝（上海）有限公司
　COMBI (TAIWAN) CO.,LTD.
  COMBI KOREA CO.,LTD.

コンビ株式会社
（製造・販売）

ベ

ビ
ー

用

品

・

玩

具

関

連

事

業

健
康
関
連
用
品
事
業

国内ユーザー 製造・外注先 　製造・外注先
　　COMBI ASIA LIMITED
　　東莞康貝童車玩具有限公司
　　寧波康貝兒童用品有限公司

海外ユーザー

販
売
小
売
店

保育サービス
　コンビウィズ㈱

コンビ株式会社
（製造・販売）

販売小売店

販売代理店
　コンビウィズ㈱
　ピップトウキョウ㈱

国内ユーザー 製造・外注先 　製造・外注先
　　COMBI ASIA LIMITED
　　東莞康貝童車玩具有限公司
　　寧波康貝兒童用品有限公司

海外ユーザー

販売小売店
　BE BE DREAM LIMITED
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３． 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

「コンビは、豊かで夢のある生活文化を創造し、人々の暖かい触れあいの場を世界に広げます。」 

当社グループは、この企業理念のもと、「お母さんと赤ちゃんのコンビ」を応援する企業でありたい

との願いを込め、創業以来ベビー用品事業を核として技術、品質への信頼を培ってまいりました。 

今後とも、この企業理念を踏まえつつ、企業価値の最大化を経営の基本方針とし、コア事業と成長事

業へ経営資源を重点配分し、グローバル化を推進するとともに、株主、顧客、取引先、従業員など各

ステークホルダーから積極的に支持され、社会に幅広く貢献する企業市民へと自己革新を続けてまい

ります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社グループは、グローバル競争に勝ち抜くことができる資本効率の高い経営体質の構築を実現すべ

く、付加価値の向上、収益率のアップとコスト削減、株主資本の運用効率向上などに努め、２０１０

年３月期には連結ＲＯＥ７％を実現してまいります。また、キャッシュ・フロー経営の重要性に鑑み、

２０１０年３月期には連結売上高営業利益率７％を目指してまいります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、常に成長する企業集団を実現するため、重点成長戦略として、引続き事業のグロー

バル化を推し進めるとともに、２０１０年に向けて①先進的なブランドとしての認知度 ②クオリテ

ィ ③人と組織の活性度 それぞれの向上に強力に取組んでまいります。 

具体的な経営戦略は以下の通りです。これらを全力で推進することにより一層の企業価値の向上と事

業の発展を目指します。 

① 海外戦略の積極的推進（販売と生産・購買のグローバル化） 

② ベビー用品・玩具関連事業の製品開発力及びサービスの強化 

③ 戦略的企業提携の推進 

④ 研究開発の重視（消費者が求める高品質で付加価値のある製品及びサービスの開発） 

⑤ 社内体制の強化（成果責任を明確にした人事制度、強靭でスリムな組織体制、業務改革の推進） 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

①少子化への対応 

少子化傾向は続くものの、当社グループは、ベビー用品事業で積極的に新製品の開発、新規分野の開

拓を実施してまいります。国内市場では、高シェア製品群である主力３品、ベビーカー、チャイルド

シート、ベビーラックの圧倒的な競争優位を確立してゆくとともに、アパレル事業を成長のドライバ

ーと位置づけました。また、海外市場でも積極的に事業を展開し、主にアジア・米国での着実な市場

開拓により事業のさらなる成長を推進してまいります。他方、少子化に対処する国の施策「次世代育

成支援法」など、育児環境支援への社会的ニーズの高まりに対し、保育園事業及び外出環境支援事業

などで応えてまいります。 
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②黒字化した子会社の乗軌化 

米国市場を担当する子会社 COMBI USA, INC.は、商材の拡充とミドル及びアッパーミドル層への販路

拡大等により業績が急回復し黒字化いたしました。また、中国市場を担当する子会社 康貝（上海）

有限公司も、取り扱い商品の絞込み、販売チャンネルの再編及び経費圧縮により、増収、黒字化を達

成いたしました。 

上記二つの子会社の市場拡大、黒字定着化と財務体質の強化が今後の課題と考えております。 

③企業統治の強化と内部統制システムの確立 

企業の社会的な責任に鑑み、また、昨今頻発している企業の不祥事とは一切無縁であり続けるために

も、企業統治と内部統制の確立には全社挙げて注力してまいります。 
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４．連結財務諸表

連結貸借対照表
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

区　　　分 金　　額 金　　額 金　　額

 （資産の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流動資産 〔 19,105,643 〕 69.8 〔 19,303,137 〕 69.4 〔 197,493 〕

現 金 及 び 預 金 5,424,470 7,065,776 1,641,305

受取手形及び売掛金 7,280,653 6,500,548 △ 780,104

有 価 証 券 933,775 905,406 △ 28,368

た な 卸 資 産 4,619,783 4,028,439 △ 591,344

繰 延 税 金 資 産 136,867 245,653 108,786

そ の 他 823,126 750,139 △ 72,987

貸 倒 引 当 金 △ 113,032 △ 192,825 △ 79,793

Ⅱ 固定資産 〔 8,279,447 〕 30.2 〔 8,501,810 〕 30.6 〔 222,363 〕

1. 有形固定資産 （ 5,768,651 ） 21.1 （ 5,634,117 ） 20.3 （ △ 134,534 ）

建 物 及 び 構 築 物 2,250,872 2,166,894 △ 83,977

機械装置及び運搬具 259,081 327,765 68,683

金 型 224,152 109,929 △ 114,223

土 地 2,740,813 2,739,289 △ 1,523

建 設 仮 勘 定 21,563 4,938 △ 16,624

そ の 他 272,170 285,300 13,130

2. 無形固定資産 （ 580,751 ） 2.1 （ 453,810 ） 1.6 （ △ 126,941 ）

3. 投資その他の資産 （ 1,930,044 ） 7.0 （ 2,413,883 ） 8.7 （ 483,838 ）

投 資 有 価 証 券 966,559 1,913,415 946,856

繰 延 税 金 資 産 426,428 7,870 △ 418,557

そ の 他 549,749 503,174 △ 46,574

貸 倒 引 当 金 △ 12,692 △ 10,576 2,115

資 産 合 計 27,385,090 100.0 27,804,948 100.0 419,857

前連結会計年度 当連結会計年度 増　　　減
平成18年3月31日現在 平成19年3月31日現在

構成比 構成比
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